
2026.9.25

神戸市企画調整局

神戸市のデータ利活用の取り組み



神戸市の概要
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Map-It マップイット(c)

政令指定都市
（９行政区10区役所２支所）
人口 1,493,102人 （政令市７位）
面積 557.05㎢ （政令市９位）

※2026年8月1日時点

職員数 21,533名
一般行政・企業会計部門 10,173名
教育 9,826名（うち教員7,914名）
消防 1,534名 ※2025年4月1日時点



本日の内容

１ 取組の概要

２ EBPM推進戦略

３ 現状に関するEBPM

４ 政策効果に関するEBPM

５ 庁内への周知・浸透

６ データ利活用人材の育成 ～戦略と育成状況～

７ 事例紹介

８ 情報発信 ～プロモーション～

3



１ 取組の概要
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神戸市職員の状況
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• 神戸市の職員数

2024

仕事は増え、職員は減る ＝ 職員一人当たりの負担増



「働き方改革推進チーム」 を設置（2017.6）

 行政事務センターの設置（2017.6）

 ペーパーレス化本格開始（2018.5）

 kintoneの導入（2018.5）

 タブレットの全庁導入（2018.11）

 Web会議システム本格導入（2018.12）

 グループウェア・チャット導入（2019.5）

 旅費システム導入（2020.6）

 MS365ツール本格導入（2020.6）

 セキュアプリント導入（2021.４）

 消耗品発注システム導入（2021.12）

 RPA本格導入（2022.4）

 電子契約システム本格導入（2022.6）

 ドローンの活用検証開始（2023.4）

 財務会計システムの再構築（2023.4）

 Copilotの全庁利用（2024.2）

 新たなAI基盤をリリース（2026.4）

生産性の向上
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ペーパーレス化は、行政DXにおいて一般に思われているよりはるかに重要

ペーパーレス化の意義

①紙の使用量の削減

②様々なデジタルツール導入の基礎作り ← こちらの方がはるかに重要

ペーパーレス化の重要性

データ利活用が推進

データが増える＆ツールに慣れる
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EBPMの推進
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神戸市では、EBPMを推進するため、
行政データの利活用を進めています。

EBPM：Evidence-Based Policy Making
エビデンスに基づく政策立案

「EBPM」とは、国の見解※によれば、データなどに基づき、できるだけ正確に現状を把握し、可能な限りエビデンスを求めながら政

策の企画立案の質を高める取組とされている。また、政策評価の面では、EBPMを実践することで、政策効果を適時的確に把

握、検証しやすくなり、政策の質を高めることにつながるとしている。

※ 第208回国会 参議院 本会議 第30号 令和4年6月10日



適用可能範囲 分析ツール 主な分析手法

狭い

（十分な量の
データがあるか
等の制約あり）

R
Python
Stata

計量経済学に
基づく因果推論
・RCT
・差の差分析
・回帰不連続デザイン等

広い R
Python
Stata
Excel

要因分析・予測・
機械学習
・回帰・相関分析
・クラスタリング
・決定木

Tableau
Power BI

グラフによる
可視化

広
義
の
エ
ビ
デ
ン
ス

狭
義
の

エ
ビ
デ
ン
ス

EBPMの“E” ～エビデンスの種類～

➀

現状に関する

エビデンス

（土台）

②
政策効果
に関する
エビデンス

9



分析21件に着手

BIツールを活用したEBPMの推進（個別分析のダッシュボード）

神戸市のEBPMの歩み
2022年度 2023・2024年度 2026年度

既存エビデンスの活用 統計的因果推論の学術論文活用

Rを用いた分析31件に着手

R研修・導入編（講義）

R研修・実践編（演習）

Tableau研修

新規エビデンスの創出 政策効果のデータ分析で
取組みやすい分野・領域
を整理し、取組を進める

データ分析体制の強化・
高度人材の育成強化

①

現
状
に
関
す
る
エ
ビ
デ
ン
ス

②

政
策
効
果
に
関
す
る
エ
ビ
デ
ン
ス

連携基盤の構築

2020・2021年度

積極的な各局支援・横
展開、データを活用した
業務改革支援の強化

独自将来推計人口等の作成 様々なデータと組合せ
て、政策立案に活用
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2025年度

Rリーダー認定制度

応用編・伴走型研修を追加

ビジョンのマネジメント・予
算要求への活用を検討、
仮説思考を仕組化

共有するダッシュボードの
拡充、活用促進

人材育成の強化、可視
化し、データから課題を発
見する取組強化

ロジックモデル導入検討

データを活用した業務マネジメント

ダッシュボードの拡充「神戸データラウンジ」（庁内向けダッシュボード）

ダッシュボードの拡充「神戸データラボ」（公開ダッシュボード）

Tableauリーダー認定制度

体系図→論文調査

ダッシュボードの本格的な活用、
データ連携基盤の構築開始

具体的な事例の創出、
各局支援開始、体制強化

本格的な全庁展開、方針・ガイド
ライン策定、各局支援強化

ダッシュボードの全庁共有
開始



神戸市のデータ利活用に関する方針
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DIY：Do It Yourself

職員自らやる！！

外部の専門家まかせにせず

ローコードツールを活用した

内製化

急激な外部環境の変化に、
柔軟に対応するためには…



BIツールを使ってダッシュボードをDIYし、職員で共有！
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BIツール ：Business Intelligence ツールの略称で、データの可視化など意思決定
のためのアプリケーションソフトウェア

ダッシュボード：自動車の計器盤のように、複数のデータを可視化し一覧できる画面

直感的に操作しやすい
BIツールの特性を生かし、
多様な統計ダッシュボードを
DIYで大量生産

統計やプログラミングのスペシャリストが
いるわけではないけど・・・

Tableauで作成した国勢調査のダッシュボード



２ EBPM推進戦略
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○外部環境が急速に変化し、今後、職員数の減少が見込まれる中で、生産性を維持又は向上させていくために、
データ利活用の取組は極めて重要であり、組織として、さらに積極的に進めていく必要がある。

○神戸市ではこれまで下記及び次ページに示す通り、取組開始当初に進むべき方向性定め、事業ライフサイクルの
イメージに沿ってEBPMを推進してきた。

○2025年度から本格的に「成長後期」のステージに移行し、「成熟期」に想定している 「庁内でデータ利活用が
○当たり前になっている状態（データ駆動組織）」を目指す。

EBPM推進戦略 ～事業ライフサイクルのイメージ～
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2020開始～2024 2025～

庁内でデータ利活用が
当たり前になっている状態
（データ駆動組織）



EBPM推進戦略の全体像 ～成長後期の３つの取組～

○「成長後期」は、「成熟期」のスタートラインに立つ「準備の仕上げ期間」の位置づけであり、2031年度に向けて、

「組織体制の整備・強化」「データ利活用人材の育成強化」「データ利活用環境の整備・充実」を図る。

庁内でデータ利活用が当たり前になっている状態
（＝データ駆動組織：意思決定や業務の改善、政策の立案などを直感や経験ではなくデータに基づいて行う組織）
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人材育成戦略
【2021～
2025】

３つの柱を建てて
データ利活用の
土台を構築

①データを活用できる環境整備
②データ利活用人材の育成
③具体的事例の創出

「庁内全体」で
データ利活用を

推進

①「方針」と「ガイドライン」の策定と周知

②体制の強化
・内部人材の育成（2,000人、各課2～5人）
・外部人材の活用
・組織間連携、データ利活用人材のコミュニティ強化
・各局におけるデータ利活用体制の強化

③使えるデータの整備（データマネジメント）
・基本データリストを活用したデータマートの整備
・システム標準化後を見据えた業務マネジメントの準備

人材育成戦略
【2026～
2030】

成熟期 2031～

導入期 2020・2021

成長前期2022～2024

成長後期 2025～



【参考】 データ利活用推進のハードルを下げる取組（導入・成長前期）

分類 利用者目線 対応策

構造的ハードル
データが蓄積されていない、データが使い
にくい

データ連携基盤の構築、神戸データラウンジの構築、データマートの
整備、データマネジメント など

技術的ハードル スキル不足
研修、OJT、ツール整備、外部人材の活用（ポスドクの採用、大学
との連携）、AIの活用 など

組織的ハードル

当事者意識のない職員の存在、管理
職が取組に消極的・理解がない、組織
の方向性が不明確、縦割り、評価され
ない、リーダー不在、仕事が増える、異
動による人材不足

専属ラインの設置、各局幹部への直接説明、有識者会議の開催、
推進体制の構築、横断組織、プロジェクトチーム、庁内副業、意向
調査票に資格記載、評価制度の見直し、局室区DX推進リーダー、
大量育成、方針の策定、制度改革（新たな文化の醸成、チャレン
ジできる環境の創出）、管理職の意識改革 など

心理的ハードル
不安、怖い、人数が不足している、やり
方がわからない

セキュリティの向上、大量育成、EBPMポータルサイトの構築、事例
紹介、政策課による各局支援、ガイドラインの策定 など

社会的ハードル 孤立、属人化
コミュニティ形成（研修でのワークショップ・チャットルーム・もくもく会・
事例共有会・プロジェクトチーム）、メンター制度 など

○企画調整局では、これまで、「忙しい、難しい、やり方がわからない」といったデータ利活用に消極的な職員が、

可能な限り当事者意識をもって積極的なチャレンジができるように、下記の通り、考えうる様々なハードルを

下げる取組を戦略的に行ってきた。



神戸市データ利活用方針（2025.1.29策定）

神戸市が保有する様々なデータは、市の政策を高度化し、業務を改善するこ

とに資するビッグデータである。神戸市は、現実を冷静、客観的に調査・分析し、

市民と対話しながら、先導的な政策を企画立案するため、また、市民サービスの

向上や職員負担の軽減につながる業務の効率化を進めるため、以下の方針に

基づき、市が保有するデータを最大限に活用する。

こうした取組を、民間を含む神戸市全体の取組として波及させていくことで、

データ・デジタル先進都市として、人材や企業が集積し、全国や世界に貢献する

都市を目指す。

１．各所属が当事者意識を持ってデータ利活用に取り組む

政策立案や業務改善が各所属の責務であるのと同様、データを用いた政策

立案や業務改善も各所属の責務である。各所属の職員一人ひとりが、他人任

せにせず、必要に応じて学びなおしを自発的に行い、一丸となって新たな取組に

チャレンジしていくことで強い組織が形成され、革新的で持続可能な行政経営

に寄与する。

こうした各所属の当事者意識を持った取組を各局室区内で支援するととも

に、全庁でも支援する。

２．データ利活用と法令遵守・セキュリティ対策との両立を実現する

データ利活用は、個人情報保護等の関係法令遵守及びセキュリティ対策と

両立する必要がある。神戸市は、これらの観点からデータ利活用の可否を各所

属が判断する指針となるガイドラインを定める。

３．縦割りを排し、全庁でデータを活用する

各所属は、自所属のデータが他所属の政策立案や業務改善に資する場合

があることを理解し、ガイドラインに照らしてデータを提供する。縦割りを排し、全

庁で業務改善を進めることで、コストを削減し、新たな取組にチャレンジできる

環境を構築する。

４．内製でデータ分析を担える人材を育成し、活躍の場を与え、

その貢献を適切に評価する
神戸市は、内製でデータ分析を担える人材を育成する。また、育った人材が

全庁で活躍できる場を提供し、その貢献を適切に評価する。さらに、この庁内

のデータ利活用人材が外部の人材と有機的につながり、役割を果たしていくこと

で、地域の課題解決や教育、産業の活性化につなげる。

５．市民参画と協働を目的とする開かれた行政（オープンガバメン
ト）の実現を目指す

オープンデータの推進は自治体の義務である。神戸市は、その意義・目的を

理解し、市民社会に貢献するため、他自治体の先頭に立って積極的にオープ

ンデータを推進する。

さらに、産学官連携により、行政及び民間データを活用した地域課題の解決

や価値創出、産業の活性化、市民社会に貢献する官民を通じた人材育成に

取り組む。



データ利活用ガイドライン【第２版】概要（2026.4.1策定）

ガイドラインには、データ利活用を進める上で必ず守らなければいけない規範（関連法）の
整理（「守り」のデータ利活用）に加えて、データ利活用を積極的に進めるために必要な
事項（「攻め」のデータ利活用）を記載する。

データ利活用を進めるためには、必要なデータを収集し、管理する際に必要なことを理解、

実行すること（＝データマネジメントの実現）が必要不可欠である。

関連法の整理 データマネジメントの実現

〇データ利活用に関連する多数のルールにつ
いて、解釈を整理する

・個人情報保護法
・神戸市情報セキュリティポリシー など

〇目的に応じたデータを利活用できる状態に
するために必要な事項を示す

※データ利活用を可能とするためには、データ収集の段階からデータ
の利用を意識する必要がある。具体的には、データの保存場所
や命名規則、データの持ち方等も考慮しておかなければ、スムー
ズな活用に繋がらない

〇データ利活用を行う上で、守らなければいけないこと 〇データ利活用を進める上で、必要になること

「守り」のデータ利活用 「攻め」のデータ利活用

18



2026年度 EBPM推進プロジェクト体制のイメージ

行政データ
アドバイザー

神 戸 市
各局政策部門

意見
提出

意見
聴取

EBPM推進アドバイザー

庁内エキスパート

・若手研究者を想定
・実際に手も動かしていただきながら、アドバイスも
いただく

・データ分析のサポート（添削など）
・専門アドバイザーとして委嘱など

連携
コンサルタント
（委託事業者）

・データの可視化支援
・個別のデータ分析支援
・人材育成 等

大学連携

・データスペシャリスト

直接支援

・データアナリスト

CDO補佐官

民間事業者

・Tableau、AWS、パスコ、KDDIなど

・京都大学研究チーム（京大・阪大・神大）
・東京大学研究チーム

将来推計人口データ利活用
ガイドライン

有識者

・デジタル庁、総務省との連携
・他自治体(特に東京都、政令市)との連携
・外部エンジニアのコミュニティ
・様々なMaster会

デジタル庁・自治体等との連携

支援・助言

依頼

支援

支援

企画調整局政策課
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ビジョン
マネジメント

人口問題
など

修士以上の
専門人材※

※ 正確には、大学側の推薦により、研究者志望の博士課程在学中の学生を採用

庁内副業

DX推進リーダー

Tableauセイバー

局室区担当
DX推進リーダー

・データ連携基盤の構築・運用

EBPM推進チーム

デジタル戦略部

戦略的に推進体制を構築

支援・助言

支援・助言



【参考】 データ利活用に関する基本的な方針・戦略・ガイドラインの体系
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神戸市データ利活用方針 ｜ 理念・基本方針

■EBPM推進戦略

何のために使うか ■人材育成戦略

誰が使うか

○研修計画

■データマネジメント戦略

どのデータを、どの状態で使える
ようにするか

○(仮)基幹系システムデータ活用計画など

データ利活用ガイドライン ｜ 職員が実務で守る判断基準・手順

全体戦略

個別戦略個別戦略

共通基盤：情報セキュリティ関係規定・実施手順書

現在策定中



３ 現状に関するEBPM
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庁内データ連携基盤の構築（将来像のイメージも含む）

○データを「蓄積」し、ダッシュボードに加工して「共有」 ⇒ データの扱いに不慣れな職員でも活用が可能



庁内データ連携基盤の活用（アウトプット、バリュー創出）
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分析用
データサーバ

（データレイク）

個別案件の分析

ダッシュボード
による共有

市長
副市長

局長
副局長

個別説明

自由に閲覧

○可視化したデータを政策立案者等に提供することで、データに基づく合理的で無駄のない政策立案が可能となる。
○行政データの可視化や機械学習を行い、所管課への積極的な業務改善支援が可能となる。

職員

庁内データ連携基盤 ３種類の
アウトプット

業務改善分析
（コンサルティング機能）

業務改善支援 所管課

データマッチング等で分析

BIツール、GIS等を使用
して可視化

可視化+AIを活用した業
務改善分析



神戸データラウンジ

○2022年６月から本格運用（全庁共有）開始。職員は、デスクネッツから「神戸データラウンジ」へアクセス可能

デスクネッツから「神戸データラウンジ」へ
アクセスできます！！

サムネイル表示
・検索性があがる（リストよりも探しやすい）
・初めて見た人が見てみたくなる
・YouTubeみたいなサムネイルの方が押しやすい

コラム欄
・定期的に更新することでアクセスを促す
・トピックスやダッシュボード作成者の紹介などを写真付で
掲載するなど、データ利活用に興味をもらってもらう

データ利活用人材育成状況と募集中の研修
・データ利活用人材育成状況と募集している研修の
案内を掲載

・研修受講を促し、データ利活用人材の育成を促進する

24



各ダッシュボードのフォーマット統一

25

タイトル

ダッシュ
ボード
選択

説明

データ
出典

各局の担当者が
パワポ資料などに張り付けて
コメントが入れやすいよう
白基調で統一

○職員が活用しやすいように、白基調でフォーマットを統一し、ダッシュボードの説明書なども掲載



ダッシュボードを使った分析事例

26

社会動態のダッシュボード

移動の年代を
選択し分析

小学校区を
選択し分析

移動の相手先を
選択し分析

データに不慣れな職員でも
見たい切り口ですぐに分析が可能

当該小学校区は、
兵庫県内からの
子育て世帯の
転入が多い

20～24歳の就職の年代は
西日本からの転入と
東京圏への転出が多い

東京圏には
就職時の転出が
圧倒的に多い



小学校区別・将来推計人口のダッシュボード

○住基データを活用した、１歳階級別、小学校区別、将来推計人口を神戸市独自で算定し、毎年更新

27



人口の状況×公共的施設の配置状況がわかるダッシュボード

○小学校区ごとに人口の状況と公共的施設の配置状況が確認できるダッシュボードを作成し共有

28



EBPM：共有しているダッシュボード

○現在、170程度のダッシュボードが「神戸データラウンジ」に掲載され、職員間で共有



神戸データラウンジが実現するデータ分析の高速化

○BIツールによる直感的な分析と共有
○基幹系システムとの連携によるデータの整備

データの入手・整備 データの整備・分析 資料作成
政策
議論

データ
入手

データ
整備・分析

資料
作成

政策議論

データの入手

Ｄ
Ｘ
／
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
浸
透

基幹系システム
から自動連携

BIツールによる
直感的な操作による分析

BIツールで作成した資料をその
ままブラウザ上で共有

データ分析の高速化で、
より長い時間を政策議論に使える

これまで

今後
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ダッシュボードの全体像を整理

個別対応 職員

業務改革

EBPM

共有

職員間
EBPM

DX

市民

共有 目的 手段など

全職員で
の共有不
可

〇個人データを使ったマネジメント 主に各局所管課
の職員で対応

人材育成が必要〇詳細な深堀分析

データ
ラウンジ

〇簡単なデータ分析（現状の把握）
〇データ分析の入り口
〇こんなデータがあるというカタログ 主に企画調整局

の職員がインフラ
として整備〇DX進んでいない部署が現在地を知る

→足らず知って自分たちで埋める

データラボ
〇わかり易い情報発信
〇シティプロモーション

Tableauパブリッ
クを活用

対応 対象 DB種類

○全庁でEBPMを進めるには、政策立案に携わる各局所管課の職員によるデータの分析がポイントであり、
そのためには人材育成が重要

各局所管課の職員による
データ分析がキーとなる

オープン
データ

最も重要！



４ 政策効果に関するEBPM

○既存のエビデンスの活用
○新たなエビデンスの創出

32



政策効果に関するエビデンス

33

既存のエビデンスの活用
→先行論文調査

新たなエビデンスの創出
→職員自ら分析

○政策効果に関するエビデンスにおいては、「既存のエビデンスの活用」と「新たなエビデンスの創出」の２つの取組を
行っている。



先行論文調査（既存のエビデンスの活用）

フッ化物の虫歯予防に対する効果

フッ化物洗口や歯面塗布の予防効果を確認
➡フッ化物利用の全校展開の検討に活用活用事例

2
0
2
３

2
0
2
４

○計量経済学の因果推論の手法を用いた国内外の学術論文を36テーマ、約800本を調査し、エビデンスとして活用

若者のUターンの要因と有効な政策

⑧「成人病の発症率の決定要因」
健康診断の受診が、運動等の健康行動
につながること等が分かり、健康局の健診
推進施策の検討に活用

⑯「フッ化物の虫歯予防に対する効果」
フッ化物洗口の予防効果（いつ実施すれば

効果があるか）やフッ化物歯面塗布の予防効
果（どれくらいの頻度・年数で行えば効果があ
るか）等が分かり、小学校でのフッ化物利用の
全校展開の検討に活用

⑪「住宅の構造が健康に及ぼす影響」
住宅の断熱性能が健康増進に資すること
等が分かり、建築住宅局のこうべぐらし応
援補助金の見直しに活用

先行論文調査を活用した
勉強会も実施

34
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0
2
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2026年度も実施



Rを用いた分析事例（新たなエビデンスの創出）

35

○2023年度以降、内製で、Ｒを用いたデータ分析を、 61件着手し、うちうち完了40件、分析中12件、撤退９件
○分析の結果をうけて見直した事業も存在し、一定の成果を挙げている。

■国保特定健診の受診要因分析（重回帰分析 固定効果）■まちなか自習室利用要因分析（重回帰分析/テキストマイニング）

■妊婦歯科健診とこどものむし歯（重回帰分析） ■国勢調査回答率向上のための未回答属性の要因分析
（単回帰分析・決定木分析）

・妊婦は無料で歯科健診を受診できる。
むし歯菌をうつさないための知識を得たり、
むし歯治療につなげて妊婦のむし歯菌を
減らたりすることで、こどもに菌がうつるリス
クを減らす。
・共変量を考慮後も受診妊婦のこどもの方が、
むし歯になる確率が2.54%pt低かった。
（10％水準で有意）
⇒受診率向上策に活用

・中高生向けの「まちなか自習室」の利用に
影響を与える要素を明らかにし、利用促進に
つなげるために分析。
・利用促進のためには、「夜遅くまで開放して
いる自習室を増やすこと」「カフェまたはコワー
キングスペースの自習室を増やすこと」が特に
重要であるとわかった。

⇒新規に自習室を開拓する際や、既存の
自習室の運用改善に活用

・前回国勢調査の結果データを用い、回答
率が低かった調査区の属性（単身世帯
率・共同住宅率・高齢化率等）を分析

・単身世帯率が１%ptあがると、未回答率
が0.429％pt増加する等の傾向が判明

⇒広報ターゲットを特定
（20-50代、単身世帯数がエリアに
ネット広告を実施）

・集団健診の実施条件と健診受診の関
連を把握するため、データ可視化後に分
析。

・実施日数・実施土日祝日数・がん検
診同時実施数が多いほど受診割合が
高い傾向が判明

⇒今後の健診実施にあたって運用方法
の改善に活用

未回答率

単身世帯割合

利用者数

終了時刻

利用者アンケートの
テキストマイニング

市内の健診実施状況・体制を可視化



５ 庁内への周知・浸透
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EBPMポータルサイトへのアクセス

○分散していたEBPM関連のページを 「EBPMポータルサイト」 に集約し、アクセス性を向上

37

EBPMポータルサイト



EBPMポータルサイト サイトマップ

38

統計・データ 神戸の統計
政府統計の窓口
（e-Stat）

神戸データラウンジ 庁内統計データ
神戸市の

住民基本台帳データ

データ分析ツール
使用方法

庁内GIS KLA Tableau
神戸データラウンジ
（使用方法）

R オープンデータ

政策立案のための
参考資料

政策調査に関する包
括的委託業務

政策にかかる
委託調査

政策立案に寄与する
学術論文の調査

企画調整局政策課
による分析レポート

大学への調査委託
業務

行政機関・民間企業による
分析・データ等資料一覧
(調査・データ・学術論文)

神戸市の
EBPMの取組

神戸市データ利活用
方針・ガイドライン

神戸市
データ利活用方針

神戸市
データ利活用
ガイドライン

神戸データアカデミー
経済波及効果分析

ツール

○ナレッジの共有のため、EBPMポータルサイトを構築。全庁におけるEBPM推進のツールとして活用



あらゆる機会を活用し、全庁職員へEBPMの取組を周知

2022年度は、DXチームで、
スマートシティ、EBPM、庁内DXの説明を、
19局室全ての副局長・政策課長などに個別に
行い、併せて意見交換を実施

2023年度は、政策課で、
基本計画策定、人口減少対策、EBPMの推進
の説明を、19局室全ての副局長・政策課長など
に個別に行い、併せて意見交換を実施

【PCロック画面を活用した周知】【19局室・個別周知】

○年度当初に、EBPMの推進などの説明を19局室全ての副局長・政策課長などに個別に実施
○PCロック画面、庁内掲示板、データラウンジコラム欄、各種研修などを通じて全庁職員へEBPMの取組を周知

2024年度も、政策課で、
基本計画策定、EBPMの推進の説明を、19局
室全ての副局長・政策課長、各区長・副区長な
どに個別に行い、併せて意見交換を実施

【庁内掲示板での周知】

ダッシュボードを更改するた
びに庁内掲示板で紹介し、
データラウンジへ誘導

2025年度は、DXチームで、
局室区DX推進リーダーの活用についての説明を、
19局室全ての政策課長・係長などに個別に行い、
併せて意見交換を実施

【データラウンジ・コラム欄での周知】

39



予算要求や次期基本計画に向けた議論等での周知

40

○「2025年度予算編成通知」や「政策会議の周知」、「次期基本計画策定に向けた議論」において、各局室区に
対しデータやエビデンスに基づいた政策立案（EBPM）を徹底するよう依頼（財務課などとの連携）

2025 2025



６ データ利活用人材の育成 ～戦略と育成状況～

41



データ利活用能力 研修等 2021 2022 2023 2024 2025 延べ

○RやPython等プログラミング
で政策評価や業務改善等で
きる

○AIやRPA等新たな技術使っ
た業務改善ができる

○BIツールやGIS等を活用し、
行政データを使ったより高度
な分析ができる

○Dataセイバー
○Tableauリーダー研修
○Rリーダー研修
○Tableauプレップ研修
○オンライン自習 +３ +5 +8 +5

+5 26

+3 3

+11 11

○BIツールやGIS等を使って、
行政データの可視化、分析が
できる

○RやPython等を使って簡単な
データ分析ができる

○計量経済学の因果推論に基
づく論文を批判的に読める

○データ分析スキル習
得研修（導入編・実
践編）

○データアナリスト研修
○データアカデミー
（GIS、KLA等の活用）
○統計研修（中級）
○オンライン自習

T +11 +80 +133 +197 +320 741

R ― +19 +30 +18 +33 100

○作成されたダッシュボードを使い
こなし、データ分析や政策形
成ができる

○行政データの取扱い及びセキュ
リティ研修を受講し、一定のIT
リテラシーがある

○データ利活用の必要性を理解
する

○政策評価を学ぶ研修
○先行論文調査活用研修
○ダッシュボードを活用した

政策立案研修
○統計研修（基礎）
○階層別研修
○セキュリティ等研修
○オンライン自習

― ― +150 +250 +540 940

神戸市データ利活用人材育成戦略（2021～2025）

42

○戦略的に人材育成を実施。ゼロから始め、A・データエキスパート、B・データアナリストで約900人の人材を育成

※全職員に向けて動画配信中

Ｔ
Ｌ

Ｒ
Ｌ

D
S



A

データ

エキスパート

B
データアナリスト

C
データユーザー

育
成
拡
大

全
職
員
対
象

各
局
２
名
程
度

データ利活用人材の育成状況（2026/３/31時点）

43

○データアナリスト：741人

○Rユーザー：100人

○Dataセイバー：26人合格

○Rリーダー、Tableauリーダー：14人合格

○データユーザー研修受講者：約900人

○若手職員を中心に積極的な研修への参加があり、各局室区のデータ利活用人材の育成が進んでいる。

※局室区の人数は
現在の職場でカウント

危機管理局 9人 福祉局 57人 建設局 23人 水道局 36人

企画調整局 104人 健康局 31人 都市局 30人 交通局 6人

地域協働局 19人 こども家庭局 15人 建築住宅局 19人 教育委員会事務局 9人

行財政局 132人 環境局 17人 港湾局 11人 区役所 120人

文化スポーツ局 8人 経済観光局 64人 消防局 20人 その他 11人

研修などによりダッシュボードの作成権限を付与した職員

危機管理局 -人 福祉局 10人 建設局 7人 水道局 2人

企画調整局 9人 健康局 4人 都市局 3人 交通局 3人

地域協働局 5人 こども家庭局 4人 建築住宅局 3人 教育委員会事務局 4人

行財政局 15人 環境局 2人 港湾局 1人 区役所 13人

文化スポーツ局 2人 経済観光局 6人 消防局 5人 その他 -人

Rの研修を受講した職員

教える

教える



A2

B1

B2

C

新たな神戸市データ利活用人材育成戦略（2026～2030）

44

○A・データエキスパート、B・データアナリストで、PC配布職員（12,000人）の16％、約2,000人以上の育成を目指す。
○「点のスキル育成」から「学習する組織（仕組みとして回る人材・組織・仕事のエコシステム）」へ繋げるステージとして位置づけ

データ利活用能力 ～
2025

2026 2027 2028 2029 2030 目標

○RやPython等プログラミングで政策評価
や業務改善等ができる

○生成AIやRPA等の新たな技術を使った業
務改善ができる

○BIツールやGIS等を活用し、行政データを
使ったより高度な分析ができる

○分析に必要なデータ設計ができる

T
S

26 +5 +5 +5 +5 ＋5 51

T
L

3 +３ +３ +３ +３ ＋３ 18

R
L

11 ＋５ ＋５ ＋５ ＋５ ＋５ 36

○BIツールやGIS等を使って、 行政データの
可視化、分析ができ、データを活用した意
思決定を支援できる

○RやPython等を使って簡単なデータ分析
ができる

○可視化・分析のための仮説設定ができる
○計量経済学の因果推論に基づく論文を

批判的に読める

T 741 ＋200 ＋200 ＋200 ＋200 ＋200 1,741

R 100 +20 +20 +20 +20 ＋20 200

○作成されたダッシュボードを使いこなし、データ
分析や政策形成ができる

○行政データの取扱い及びセキュリティ研修を受
講し、一定のITリテラシーがある

○データ利活用の必要性を理解する
900 ＋300 +300 +300 +300 ＋300 2,400

A1

育
成
拡
大

全
職
員
対
象

各
局
５
名
程
度

データ
エキスパート

データ
アナリスト

データ
ユーザー

各
所
属
に
２
～
５
名
程
度

100人

1,900人

2031年までに

2031年までに

44



データ利活用人材育成の考え方 「数」

45

16％
＜普及率16％の論理とは＞

新しいアイデアや技術が社会や組織に
普及するためには、イノベーターとアー
リーアダプターを合わせた全体の16％に
受け入れられる必要があるという論理。
16％を超えると、アーリーマジョリティを巻
き込むため、普及が加速する。

約2,000人

○将来の目標（あるべき姿）としている「庁内でデータ利活用が当たり前になっている状態（データ駆動組織）」を想定した人材
育成戦略とする。

○人材育成数の考え方については、理論的に有効なアプローチとして、イノベータ理論（ロジャースの普及理論）の考え方に基づき、
組織に新しいアイデアや技術を浸透させるのに必要な普及率16％を目指す。理論では、16％を超えると普及率が加速する。

○具体的には、次のフェーズの５年間（2026～2030）で、A・データエキスパート、B・データアナリストを合わせて、 PC配布職員
（12,000人）の16％、約2,000人以上の育成を行う。

【イノベーター理論（Rogers, 1962）】

16％を超えると
文化が変わる⁉



2025年度 実施の研修の取組状況（2026/3/31時点）

内容 時期 定員 受講者数 備考

Tableau

A1 Dataセイバー 前期・後期 5人 5人

A2 Tableauリーダー研修 8月～ 5人 3人 ※ もくもく会で学習をフォロー

B1
Tableauハンズオン研修（応用） 12月～ 15人 11人 ※ 5日間実施

DX推進リーダー育成研修 10月～ 60人 80人 ※ デジタル戦略部主催（ハンズオン研修担当）

B2

Tableauハンズオン研修（基礎） 8/21・9/3 60人 63人 ※ ７/25で募集打ち切り（募集期間：～８/7〆）

庁内インターンの受入 9月～11月 2人 3人 ※ ５日間実施

各局室区別ハンズオン研修 随時 100人 128人 ※ 企画:15人、文書室:８人、デジ戦:32人、税務部:37人、経済:36人、生保:14人

新規採用ハンズオン研修 2月 30人 19人 ※ 新採第２部研修（希望者）

C

課長級研修 ２月 50人 54人

EBPM基礎研修 6/25 30人 32人 ※ ６/16で募集打ち切り（募集期間：～６/18〆）

地域協働のフィールドワーク参加者向け研修 6/24 30人 30人 ※ 地域協働局主催（ダッシュボードの見方研修を担当）

階層別研修（新採、昇任時等） 4月～ 400人 約400人 ※ 新採研修・新採第２部研修（約200人）、昇任時研修（約200人）

R

A2 Rリーダー 10月～ 5人 14人

B1 データ分析スキル習得研修（応用） 10～12月 30人 18人

B2 データ分析スキル習得研修（基礎） 7～9月 30人 32人 ※６/18で募集打ち切り（募集期間：～６/30〆）

GIS
B1 庁内GIS研修（応用） 10/3 30人 16人

B2 庁内GIS研修（基礎） 7/3 30人 33人 ※６/16で募集打ち切り（募集期間：～6/18〆）

KLA B2 KLA研修 9/10 30人 41人

統計 B1 統計研修（中級） 10/15、22 30人 41人 ※ 9/26で募集打ち切り（募集期間：～10/10〆）

政策立案 B2 生成AIを活用した政策立案研修（試行） 1/14 20人 12人 ※ 政策課、調整課内で実施

論文調査 B2 先行論文を活用したEBPM研修 11/6、1/7 40人 55人 ※ ３回実施（29人）＋政策立案研修（ロジックモデルの作成、26人）

オンライン C データ利活用導入編（方針・ガイドライン） 10/6～/31 全職員 9,947人 ※ オンライン研修、全職員対象

○職員が自ら講師をすることで、数多くの研修が実施可能となった。20種類以上の研修を行い、1,000人以上の職員が参加

※ この他、学習時間を選ばない取組として、自主的勉強会（KTL）やUdemy（Tableau、R等の自習）の貸し出し制度などがある。
※ 上記は企画調整局政策課主催の研修であるが、この他、各局においてデータ利活用研修が実施されている（例えば、税務部や健康局など） 46

殆どの研修
を職員自ら
実施



７ 事例紹介

マネジメント政策立案 市民周知



・事業用地を探す場合、「特定エリア内」や「大きな道路周辺」など
の条件が付されるが、上記一覧では検索ができず、課題がありまし
た。また、庁内GISは市内全域を俯瞰することが困難で、広域から
土地を探す作業には不向きでした。
・市内全域を俯瞰しながら周辺状況が把握できるツールがあれば、
条件に合う未利用地の検索が容易となるため本マップを作成しまし
た。

行財政局資産活用課（2026年度）

未利用市有不動産検索ダッシュボード

48

政策立案

使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成したもの

作成してわかったこと・効果

地図上で、用途地域別や面積別に未利用不動産（建物・土地）を探すことができる

未利用市有不動産一覧のデータを使って未利用地の場所や周辺状況を地図上に落とし込み、未利用地情報の検索に役立てた。

・kintoneアプリの未利用市有不動産一覧

・ Tableauには多彩な機能があり、面積での絞り込み機能や用地地域エリアの表示機能を追加できたことで想定以上に候補地選定が容易となりました。また、本
マップから未利用市有不動産一覧にも遷移できるため、マップには表示しきれない詳細な物件情報も把握可能です。
（直近の活用例：「特定道路に面している災害備蓄倉庫用地」「高潮被害や土砂災害の可能性がない文化財の保管場所」）



福祉局国保年金医療課（2025年度）

特定健診・特定保健指導分析ダッシュボード

49

政策立案

健診に関するデータ、住基データ、中学校区の境界データを結び付け、地域ごとの特徴や健診の実施状況を区・中学校区単位で可視化し、
健診・保健指導の対象地域や実施方法の最適化に役立てた。

使用したデータ

・特定健診・特定保健指導に関するデータ
・住民基本台帳データ
・中学校区の境界データ

作成したきっかけ・課題

・地域ごとの健診受診率等に違いがあるものの、既存のデータだけで
は、その背景を十分に深掘りすることが困難でした。
・健診に関するデータと人口・地域データを結び付け、地域の特徴や
健診の実施状況の違いを詳細に把握する必要がありました。

作成したもの

作成してわかったこと・効果

複数のデータを一つのダッシュボードにまとめることで、地域差につながる様々な要素を多角的に把握できるようになりました。
区・中学校区単位で対策のターゲットを明確にし、実施会場や日程、指導手法等の最適化に活用できました。



こども家庭局こども未来課（2025年度）

まちなか自習室候補地選定（GIS:Jstat-map）

50

政策立案

既存自習スペース・学校・若年人口のGISデータを重ね合わせ、中高生が立ち寄りやすく既存施設でカバーされていない地域を把握し、
新たな自習室の開拓先選定に役立てた。

使用したデータ

・既存の自習スペースと学校の位置データ
・0～14歳の居住人口分布データ
・各施設から徒歩15分圏内の到達圏データ

作成したきっかけ・課題

・まちなか自習室を設けるにあたり、どの地域の店舗を開拓すれ
ば中高生が立ち寄りやすいかを検討する必要がありました。
・図書館やユースステーション等の既存施設、学校の位置、中
高生が多く居住する地域を多角的に捉え、既存の自習環境が
不足する地域を客観的に把握することが課題でした。

作成したもの

徒歩15分圏、学校位置、若年人口メッシュを重ねた候補地検討マップ（画面イメージ）

作成してわかったこと・効果

中高生が多い一方で既存の自習スペースから離れている地域を把握し、店舗開拓の委託事業者へ候補地域を示す資料として活用しました。
既存施設との重複を避けつつ、学校や居住人口、徒歩圏を多角的に確認することで、より利用しやすい場所への設置を検討できました。



教育委員会事務局児童生徒課（2025年度）

51

コベカツ検索ダッシュボード

使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成してわかったこと・効果

活動場所や活動内容からコベカツを探せるダッシュボードを作成。スマホにも対応し、中学生が自宅付近にある興味のあるコベカツをすぐに探せるようにした。

・コベカツ約1,100クラブの活動内容・活動場所等の情報
・市内中学校および活動場所の位置情報

・市内の中学生やその保護者を対象に、コベカツ（約1,100ク
ラブ）をわかりやすく紹介する必要がありました。
・活動内容だけでなく、居住地から通いやすい場所にある活動
を、地図上で直感的に検索できるようにする必要がありました。

コベカツ特設サイトに掲載し、分かりやすい情報発信を実現した。中学生自身が入りたい活動を探せるよう、市民向けにダッシュボードを公開して活用してい
ます。庁内だけでなく、市民に向けた分かりやすい情報発信にも活用されています。

神戸市全体から検索・地図を拡大縮小 選択した中学校を中心に、近い場所の活動を検索

作成したもの

市民周知



企画調整局広報戦略部（2025年度）

神戸市ホームページ・FAQ管理ダッシュボード

52

マネジメント

ホームページ管理データとFAQデータを用いて、閲覧数や解決率を組織別に共有し、ページとFAQの見直しに役立てた。

・神戸市ホームページ管理データ
（ページ別閲覧数、所属情報など）

・神戸市FAQデータ（閲覧数、解決率など）

作成したもの

ホームページ管理と市民向けFAQ管理の2つのダッシュボード（画面イメージ）

閲覧数やFAQの解決率をグラフで分かりやすく把握できるようになり、各所属がページやFAQの見直し対象を選びやすくなりました。
局・部・課の組織単位で絞り込めるため、部署ごとの利用実態や改善候補を把握し、庁内で共通認識を持ちながら見直しを進めやすくなりました。

作成したもの作成したもの使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成してわかったこと・効果

・ホームページのページやFAQについて、必要性や内容の適切さ
を各所属が継続的に見直す必要がありました。
・一方、判断材料となる閲覧数やFAQの解決率はExcelデー
タで提供されており、傾向を直感的に把握しにくいことが課題で
した。データを見直しにつなげやすい形で庁内共有する方法が
求められていました。



行財政局税務部収税企画課（2024年度）

滞納者納付状況ダッシュボード

53

使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成したもの

作成してわかったこと・効果

マネジメント

・収滞納システムのデータ

・分割納付中の滞納者を一覧で管理できるものがなく、各担当
者がExcelなどで個別に管理していました。
・納付状況を確認するために、1件ずつ滞納者を検索したうえで
画面を何度か展開させる必要があり、確認に時間がかかってい
ました。 分納中の全滞納者の一覧、選択した滞納者の納付計画詳細、履行状況を一画面で確認するダッシュボード

未納や未納の兆しとなる納付遅れを、色で簡単に判別でき、素早い対処が可能になりました。ベテラン職員の意見を取り入れながら作成することで、より便
利なダッシュボードにブラッシュアップできた。これにより神戸市の税収確保に寄与しました。

収滞納システムのデータを用いて分納中の滞納者を一覧化し、未納や未納の兆しとなる納付遅れを色で判別できるようにした。



福祉局国保年金医療課（2025年度）

国民健康保険料徴収支援ダッシュボード

54

使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成したもの

作成してわかったこと・効果

マネジメント

・国保料の徴収事務ではExcelを用いて管理を行っていたが、
必要な情報を特定しづらいという課題がありました。
・また、滞納者の情報をまとめて効率的に確認したいという現場
からの意見がありました。

全滞納者の状況を一画面で確認するダッシュボード

滞納者データをダッシュボードで見える化したことで、職員が必要な情報を容易に確認できるようになりました。
これにより、迅速かつ効率的な徴収業務へとつながることが期待されます。

ダッシュボードで滞納者データを見える化し、迅速かつ効率的な徴収業務につなげられるようにした。

・国民健康保険システムのデータ



福祉局くらし支援課・区役所 生活支援課（2025年度）

生活保護業務ダッシュボード

55

マネジメント

ケース管理・訪問実績などの業務データをつかって、担当状況や進捗を共有し、ケース管理や訪問業務の管理に役立てた。

使用したデータ 作成したもの

作成したきっかけ・課題

作成してわかったこと・効果

・ケース管理データ（区、担当者、ケース類型など）
・訪問計画・実績、申告書提出、就労支援の進捗データ

経験の浅い職員が多く、異動サイクルも短いため、支援や管理
のノウハウが蓄積・継承されにくい状況だった。

また、訪問計画やケース管理の方法が区ごとに異なり、担当状
況や進捗を組織として共通の視点で把握することが課題だった。

生活支援業務ダッシュボード

ケース概要・訪問計画等を確認できるダッシュボード

55

2026年6月から全区で共有し、類型別の担当ケース数や訪問実績を組織単位で管理できるようになりました。同じ指標・画面を利用することで、業務のばら
つきの縮小とノウハウ共有を進めていきます。個人情報は担当ケースのみ表示し、上司には必要な閲覧権限を設定しています。



建設局道路管理課（2025年度）

56

道路境界明示申請ダッシュボード

作成したもの

申請件数・時間帯・エリア・担当班・進捗を確認できるダッシュボード（画面イメージ）

曜日・時間帯による申請数の違いを把握し、繁忙に応じた人員配置を検討できるようになりました。エリア差も確認でき、区・担当班の割り振りにも活用できます。
指標と申請一覧を同じ画面で確認できるため、案件の進捗把握が容易になり、対応の抜け漏れ防止にも役立てられるようになりました。

・kintoneで管理している道路境界明示申請データ
・申請日時、申請方法、対象エリア、担当班、
進捗状況など

kintoneの道路境界明示申請データを用いて、申請の時間・方法・エリア・進捗を共有し、人員配置の検討と確実な案件管理に役立てた。

・2025年から申請データをkintoneで管理し始めましたが、各
班の繁忙期や対応件数、曜日・時間帯による申請の偏りは分
析できていませんでした。
・蓄積したデータを人員配置や区・エリアの担当割り振りに活用
するとともに、進捗を共有して対応の抜け漏れを防ぐ仕組みが必
要でした。

マネジメント

作成したもの作成したもの使用したデータ

作成したきっかけ・課題

作成してわかったこと・効果



８ 情報発信 ～プロモーション～

57



神戸データラボ ～全国版・ダッシュボードの公開～

神戸市HP

58
神戸データラボをクリック

全国のデータが調べられる
ダッシュボードを公開中！

ここからアクセス！



視察等の受入れ （2026年7月6日現在）

○2022年度以降、神戸市のプレゼンスを向上と他都市への貢献を目的に、積極的に視察等の受入れを行ってきた。
○申し出があれば積極的に受入れを行い、結果として受入れ件数は約380件（今後の予定も含む）
○2024年には、デジタル監も視察で来神。講演の件数も増え、複数のメディアに掲載（最近では、iJAMPに掲載）

自治体等
視察対応 230件

取材等
メディア対応

講演・講義 98件 53件



デジタル庁オウンドメディアに若手職員が出演

60

○デジタル庁のオウンドメディアに若手職員が出演、「デジタル庁ニュース」等で配信
＃１ ４人の神戸市職員が語る「行政×データ利活用」のリアル（5月23日配信開始）
＃２ 神戸市が実践した収税業務改革×データ利活用とは？（6月20日配信開始）



神戸市の挑戦は続く

61

あらゆる取り組みを進め、
神戸市を“データ駆動組織”に

データ駆動組織：
意思決定や業務の改善、政策の立案などを
直感や経験ではなく、データに基づいて行う組織

データ
駆動組織！

神戸市が目指しているのは、単にデータを使う自治体ではなく、
データをもとに学び、判断し、変わり続けるデータ駆動組織です。



本日はこの部分を
ご説明しました！



© 2026 神戸市

ご清聴ありがとうございました。

2025年国勢調査の結果も9月末より随時更新！

人口等基本集計（市区町村）
（小地域）

通勤通学分析（市区町村） 就業状態分析（小地域） 人口・就業状態等（兵庫県）

人口の移動状況
（50万人以上の市）

就業状態等基本集計

最新のダッシュボードを
ぜひご確認ください！


